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もし配付が許されるならば、次に、政党機関紙
を職場で読むのは許されますか。仕事中に職場で
､
読んでいたとしたら､公務員の政治的中立性が疑
われますし、もし職場で読んでいないなら、職場

に配達する理由はないのでありまして、今後は、

職場ではなく、自宅に配達してもらうよう職員を
指導すべきではないでしょうか。

政党機関紙の代表例として、共産党のしんぶん
赤旗は、庁内に多数の購読者がいることが判明し
ております。職員が机に赤旗新聞を置いたままで

は、市民や同僚の誤解を招きかねません。行政の

中立性の観点から、配付された赤旗は机に放置し
ないで、すぐ自分のかばんにしまうよう職員を指

導すべきではないでしょうか。
また、赤旗の勧誘について、職員から、少し失

礼な表現ですけれども、押し売りとかパワハラと
いう声なき声を聞くことがありますけれども、職

員のメンタルケアの観点からどう受けとめておら
れますか。勤務時間中のしんぶん赤旗の勧誘は遠

慮してもらうべきではないでしょうか。
さらに、この問題は、実態調査の動きが全国に

広がっています。鎌倉市のように、庁舎内の赤旗

配付を既に禁止した自治体もあります。本市で

も、赤旗の配付、勧誘などの実態をまず調査し、
是正すべきではないでしょうか。その上で、政党

機関紙の勧誘、配達など、庁舎内での政治活動
は、赤旗に限らず、ひとしく禁止すべきと思いま

すが、いかがですか。
３点目に、いわゆる在日特権について。

最近、この言葉をよく耳にするわけであります
が、具体的にはどのようなものなのか、市民の誤

解を解くために実態を明らかにすべきと考えま
す。
三つの問題を取り上げます。
一つは、外国人の国民健康保険、わずか３カ月

の滞在で外国人も国保に加入できるとは事実です

か。
短期在留の外国人が初年度支払う保険料は月幾

○議長（高橋克朋）これより、会議を再開しま
す。

代表質問を続行します。
金子やすゆき議員。

（金子やすゆき議員登壇）
○金子やすゆき議員私は、市政の諸課題につき
まして、７項目、これから質問をいたします。

まず、市長外交の成果について。
上田市長は、この12年間、世界冬の都市市長会

を初め、姉妹都市交流事業など、市長外交を積極

的に進めてこられました。その結果、市民にどの
ような還元がなされたのか、その具体的な成果
と、大変失礼ですけれども、これに要した経費、

費用対効果をお示しください。
次に、平成22年に姉妹都市提携を結んだ韓国の

大田広域市について。

市長は、たびたび現地を訪問するほか、職員派

遣やエレセンの展示場設置など、多額な支出を続
けてこられました。しかし、ことし２月、大田市

議会は、島根県隠岐の島町竹島の領有権を主張し
て、我が国を糾弾する決議を採択し、議員が拳を
振り上げる写真をホームページに掲載していま

す。日本の領土を武力で占拠しておきながら、卑

劣なヘイトスピーチで平和を愛する我が国の国民
感情を逆なでするものであります。また、８月に
は、大田市議会で慰安婦像の設置が発表されたと
の報道もあり、残念ながら、友好とはほど遠い状

況ですが、市長はこれをどう認識されています
か。

そもそも、我が国の領有権の立場を韓国側にき
ちんと説明していますか。上辺だけの友好ではな

く、真の理解を深めるためにも、勇気を持って抗
議の意思を伝えるべきと考えますが、いかがで
しょうか。
二つ目に、庁舎内での政治活動について。

庁舎内の政党機関紙配付は、公務の円滑な遂行

を妨げるものではなく、許されるとの見解がさき
の３定で示されました。
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ザードを招く規則の欠陥、不備だと思います。刑
事処分にかかわらず、談合は処分すると市の規則

を改めるべきではありませんか。
そもそも、入札・契約業務が形骸化してきて、

形式を整えることに専念するばかりで、真の目的
である透明性、競争性の確保がおろそかになって
います。ずさんな業務の一例を挙げるならば、予

定価格の積算は一業者の見積もりをそのまま
100％引用するとか､履行検査は形式だけで、実

際、検査員が不在だったとか、業者の完了届に別
の会社の判こが押してあったとか、年度末を過ぎ

てから日付をさかのぼって発注し、納品書の日付
は後で改ざんするとか、さまざまな不正を私は議

会で指摘をしてまいりました。定期監査でもこの
ような支出事務に関する厳しい指摘を毎回受けて
おりますが、一向に改善しない理由を監査委員は

どうお考えでしょうか。

私の一案ですけれども、形式的な書類作成はま
ず簡素化し、競争性の部分を明確化させるなど、
めり張りをつけた事務改善が必要と思いますが、
いかがでしょうか。

次に、特命随契の問題について。
これは、業者選定のなれ合いと、その結果、発

注額が高どまりする二つの問題があります。

平成24年の２定で、私はこの問題を指摘して、
まず、業者の選定理由をインターネットで公開す
るように制度が大きく改善されました。その後、

特命随契の見直し、競争性の促進は進んだのか、

件数、金額ではどうか、この２年間の改善状況の
推移をお示しいただきたいと思います｡
さらに、真にやむを得ない特命随契について

も、例えば、インセンティブ契約制度など、契約
金額を削減するためのさまざまな工夫の先進事例
があります。本市ではどのような検討をしている
か、お伺いをいたします。

五つ目に、地教行法改正に伴う教育改革につき
まして、いじめや自殺、相次ぐ教員不祥事など、

学校の深刻な諸問題に対して、まず、現状の教育

らでしょうか。

外国人が医療費を不正受給する事件が起きてい
ますが、本市はどのような対策を講じています
か。

国民健康保険とは、その名のとおり、国民が世

代間で支え合う制度であり、短期で来日した外国
人に与えるのは制度の趣旨と違うのではないで
しょうか。
二つ目に、外国人の扶養控除について。

ことし、会計検査院が問題を指摘しました。海

外に住む扶養家族が10人を超えるなど、課税逃れ
が疑われる外国人が多数見つかりましたけれど

も、本市ではどのように海外に扶養家族の確認を
行っていますか。
具体的に、本市で扶養家族が300万円を超える

者と、そのうち外国人は何人か、多額の扶養控除
のために所得があるのに住民税所得割が非課税と

なるものは何人か、また、扶養家族の人数など、
概要を国籍別にお示しください。
三つ目に、児童手当について。

来日したばかりの外国人でも児童手当を受けら

れるとは事実でしょうか。
外国人は、日本を出国した後も再入国許可を

取って住民票を残している間は、海外でも児童手
当を受けられるというのは事実でしょうか。
本市で児童手当を受ける外国人保護者は何人い
ますか。人数、支給額などの概要を国籍別にお示

しください。
４点目に、官製談合の再発防止等につきまし

て。々
私は、議員として、この４年間、官製談合が市

役所に巣くう極めて深刻な病であることを痛感し
ました。さきの病院局の事件では、送検された北

海道オフィス・マシンだけが指名停止となりまし
たけれども、同じ談合に参加した大丸藤井など４

社は処分されていません。起訴状で容疑が明らか
なのに、なぜ４社の処分を行わないのか。もし今
の規則で処分できないならば、これはモラルハ



委員会制度の問題点を市はどのように認識してい
るか、そして、新しい法制度で、今後、どのよう
に問題の是正を図っていくのか､具体的にいつか

ら新制度に移行するのか、法改正に伴う教育改革
の取り組みをお伺いいたします。

これまで、教育の独立性が違法行為の隠れみの

に使われてきたことについて、不適切勤務による

給与の返還や北教組の政治活動など、教育者とは
ほど遠い行為に保護者の批判が集まっています。

法改正で、今後、学校の法令違反行為へのチェッ
ク機能は強化されるのでしょうか。
次に、保護者への説明責任について、教育委員

会の隠蔽体質の反省から、総合教育会議では会議
の透明化が求められています。都合が悪い情報を

非公開とするこれまでの悪弊は改められるのか、
市民、保護者それぞれへの情報公開体制はどう改

善されるのか、お伺いします。
次に、教科書選定のあり方について。

本市の採用する教科書を見ると、事実と異なる
歴史が記されていることに改めて驚かされます。
一例を挙げると、東京書籍の中学公民には、明治

政府がアイヌの人たちの土地を奪い、アイヌの言

語と文化を否定したと記述がありますけれども、
そんな記録が政府、北海道庁に残っているので
しょうか。在日朝鮮人は意思に反して日本に連れ
てこられて働かされた人たちと書かれております

が、当時、同じ日本の中で本当に強制連行があっ

たのか、この２点、根拠法など、政府が関与した
証拠をお示しいただきたいと思います。
また､在日朝鮮人の差別撤廃として、公務員の

国籍条項を挙げてありますが、これを差別として
教えるのは誤りではないでしょうか。
来年度は中学の教科書選定の年ですが、正しい

歴史をもって祖国への誇りを育てる教科書を選定
してほしいと思います。これについて、市の考え

方を伺います。
６点目に、いわゆる従軍慰安婦問題について。
日本軍による朝鮮人慰安婦の強制連行説は誤

報、裡造であったとして、北海道新聞や朝日新聞
が過去の記事を取り消し、謝罪したところであり

ます。
この問題について、本市の中学、高校ではどの

ように教えていますか。

新聞記事の取り消しでようやく英霊の汚名は回
復されましたが、史実が反転したことで本市の教

育内容に修正すべき点はないのでしょうか。
東京書籍の高校教科書を読むと、慰安所が北海

道にもあったとの驚きの記載がありますが、北海

道のどこに慰安所があったのか、具体的に場所を
教えてください。
また、この新聞記事を提造した元記者が勤める

大学に市長がエールを送ったことについて、市民
から多数の批判が寄せられているようでありま

す。歴史を提造した張本人が被害者面をして教職
につくのは問題だという意見がありますけれど

も、市長のお考えを伺います。

最後に、７点目、アイヌ施策につきまして。
１０月の３定の決特で指摘をしたアイヌ施策にか

かわる官製談合疑惑について、その後、調査結果

は明らかになりましたか。
アイヌの人々のための施策が、アイヌとは関係

ない人の利権と化していることをどうお考えで
しょうか。

また、アイヌ住宅資金貸し付けのずさんな運用
の実態について、市長はどう責任を受けとめてお

られますか。

市長は、アイヌの人たちの生活保護率のデータ
を引用して、いまだ格差が解消されておらず、支
援を行う必要があるとご答弁されました。確か
に、全道調査では保護率が44.8パーミルですが、

札幌市内の数字を調べますと117.8パーミルと全
道の３倍もの異常な保護率を示しています。市内
ではアイヌの人484名のうち57名が生活保護を受

けていて、特に豊平区では285パーミル、つまり
３人に１人が生活保護を受けている計算です。

なぜ、札幌市はこんなにもアイヌの人々の生活



ますが、１２年間、姉妹都市交流、それから、冬の

都市市長会を合わせますと約２億円程度の事業費
がかかっているというふうに思います。これに対

して効果というものがどういうものがあるかとい

うのは、先ほど申し上げましたような効果がある
ということでございまして、この経費は経費とし
て、かけたものを超える効果というものがあった

というふうに私は考えております。
大田市との関係でございますが、領土問題につ

いてどういうふうに対応したかということであり

ますが、これは、基本的には国家間で話し合われ
るべき問題であるというふうに思います。国と国

との関係が難しい時期であればあるほど、市民同
士が草の根レベルでの交流を行って、直接、信頼

関係を築いていくということ､これを継続してい

くということが極めて大切だと私は認識をいたし
ております。
大田市とは姉妹都市提携をしたわけであります

が、それ以降、非常に熱心な交流が続いておりま

して、今後もさらに、そのきずなというものを強

くしていくということが必要だと私は理解をいた
しているところでございます。

従軍慰安婦問題との関連でございますが、元記
者所属大学にエールを送るのは、通告では握造問

題のすりかえではないかというお話で、今のお話
ではそういうお話はありませんでしたけれども、
どういうつもりなのかということでございます。

私がエールを送った趣旨というのは、私も、こ
の問題はかなり新聞報道等もされましたので、こ

の記者が書かれた記事を、1991年８月11日でした

か、その日付のものと、同年12月25日ですか、こ
の２本の記事が署名記事ということで載っており

ますので、見せていただきましたけれども、それ
自体が強制連行ということを言っているわけでは
ないように私は読み取っております。慰安婦とし
て声を上げた、そういう方が現に存在していると
いうこと、そして、生活実態ということについ
て、過去を振り返り、インタビュー記事を載せて

保護率が高いのか。そもそも市内のアイヌ人口は
わずか484名ではないと思いますが、数字、統計

は本当に正確なのでしょうか。生活保護を行う上
で、アイヌの人をどのように判別しているのか、

伺います。
さらに、この調査は、北海道アイヌ協会に委託

したそうですけれども、協会に加入しているアイ

ヌの人は約１割にすぎず、どれほど実態を反映し
たものか、疑問であります。補助金を受ける受益

者に調査を委託すること自体が客観性に乏しいも
ので、今後は、外部調査機関など、より客観性が

高い調査を実施すべきと思いますがいかがか、伺
います。

以上で、私の質問を全て終わります。ありがと

うございます。（拍手）
○議長（高橋克朋）答弁を求めます。
上田市長。

○市長（上田文雄）私からは、１番目の外交、
姉妹都市等の問題についてお話をさせていただき

ます。そのほかに、元記者所属大学へのエールの
趣旨ということで答弁をさせていただきます。
１２年間の市長外交の成果と大田市との関係、交

流についてということでご質問がございますが、

私が行ってまいりました国際交流の主なものは、
ご指摘のとおり、まず、世界冬の都市市長会、こ

れがございます。この会議では、環境問題という

地球規模の課題を主要テーマといたしましてさま
ざまな議論、活動を行ってまいりました。その精

神をまちづくり戦略ビジョンの中にも生かしてい
るところでございまして、市民へのそのような意
味での還元ということが行われているというふう
に思います。

姉妹都市との交流についても、五つの都市との
間で多くの市民同士の交流というものが活発に行
われてまいりまして、相互信頼、国際理解の醸成
につながっているというふうに私は理解をしてお

ります。

経費がどのぐらいかかったかということであり



党機関紙の問題、３項目めのいわゆる在日特権の
問題の２項目についてお答えをいたします。
まず、２項目めの政党機関紙をめぐる諸問題に

つきましては、一括してお答えをいたします。

政党機関紙の購読は、個人の契約に基づくもの
であり、禁止する根拠もありませんので、調査す

る必要もないものと認識をしております。
また、勤務時間中にそれを読むことについてで

ありますが、職員には職務専念義務があることは

公務員の服務の根本であり、職員としての基本中
の基本であります。したがいまして、何を読んで

はいけないかではなく、その読むということが職

務に関連するかどうかというところで判断される
べきものであります。また、職務専念義務は、職

員個々人の自覚により果たされるべきであり、そ

れぞれの現場において管理監督者がしっかりと人
事管理すべきものでございます。

次に、３項目め、いわゆる在日特権についてで
ありますが、どのようなものがあるかという質問
です。

議員がどのような意味でお使いになっているの
かわかりませんが、そのようなことについては承

知をしておりません。
次に、国民健康保険と児童手当についてでござ

いますが、日本国として昭和54年に批准したいわ

ゆる人権規約、また、昭和56年に批准したいわゆ
る難民条約、それぞれの趣旨に基づきまして、社

会保険、その他の社会保障については、国籍を問
わず、日本に在住する者に権利を認めることを基

本として制度がつくられておりまして、日本人と
同様の取り扱いであるということでございますの
で、概略のお答えはこのようにさせていただきま
して、足らざる分を補足して答弁をさせていただ

きます。
まず、国民健康保険ですが、保険料の額は所得

額で異なりますので一概にはお答えできません
が、国内に源泉所得がない場合は７割軽減で、単

身世帯であると仮定しますと保険料額は月額

いる、こういうものでありまして、私は、それは

歴史を提造したというふうには理解をしておりま
せんし、その後、朝日新聞の弁明によってもこれ

は裡造とは言えない、そういうふうに言っておら
れることもありますので、私も、率直に、この記

事二つを読ませていただいて特に提造していると
いうふうには理解をしていないところでございま

す。
であるにもかかわらず、それはそれとして、い

ろいろ評価をされるのは結構でございますけれど

も、私は、この大学に対して、脅迫あるいは威力
業務妨害、間違いなく犯罪行為が行われているこ
とに対して、それに屈することは、私は、大学と

しては本当に生命線を失うことになるのではない
か、だから頑張っていただきたいというふうに申

し上げているわけでありまして、さまざまな意見
を持たれるのは結構なことだというふうに思いま

すが、そういう多様性をそれぞれ認め合うという

社会に、穏健な議論の中で、正しい道を一一我々
は過ちを犯しながらですよ、世の中は。それを淘
汰していくにはまさに自由な議論がなされる保障

をされなければならないわけでありましても､暴
力や威力、こういったものによって言論が弾圧を
される、そのような社会があってはならないとい

うふうに私は考えまして、大学こそ、そのことを

実践していただかなきゃ困るという思いがござい
ます。そのような中で、北星大学が大学の広報と
いたしまして毅然とした態度で臨むというような

言を学長さんの名前で出しておられましたので、
これはエールを送らなきやならない、そんな思い
でお話をさせていただいたところでございます。

市民からさまざまな抗議の声が届いているので
はないかというふうにおつしやいましたけれど
も、脅迫などを肯定するような意見は全く私のと
ころには届いておりません。

以上でございます。
○議長（高橋克朋）生島副市長。
○副市長（生島典明）私からは、２項目めの政



いた具体的手続を事務処理要領に定めているとこ

ろであります。この要領にのっとった適切な事務
処理によりまして、入札・契約の透明性、競争

性、公平性の確保を図るとともに、制度の見直し
にも不断に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。
次に、特命契約の件数、金額など、この間の改

善状況についてでありますが、随意契約につきま
しては、これまでも、地方自治法等に基づき、限

定的に取り扱ってきたところであります。その一
環として、一定金額以上の特定随意契約案件につ
いては、議員からもお話がありましたように、よ

り透明性を確保するために、市ホームページで公
表するとともに、平成25年３月には随意契約ガイ
ドラインを策定し、適正な運用を図っているとこ

ろであります。件数、金額の年度比較は、平成２４

年11月公表分から集約を始めたため、示すことは
できませんが、法令の趣旨を徹底することが重要
と認識をしてございます。

次に、特命随意契約の契約金額の適正化に関す
る先進事例の検討状況についてでありますが、特

定随意契約においても、予定価格の範囲内で適正
な金額で契約をしているものと認識をしておりま

す。現時点で例として挙げられた制度についての

検討は行っておりませんが、入札契約制度の見直
しに当たっては、今後もさまざまな観点から調査

検討を行ってまいりたいと考えております。

次に、７項目め、アイヌ施策にかかわる官製談
合疑惑と生活保護率の実態についてでございま

す。
まず、アイヌ施策にかかわる官製談合の疑惑に

ついてでありますが、アイヌ施策の印刷物の契約

については、第３回定例市議会の決算特別委員会
でのご指摘を踏まえまして、現在、調査中でござ
います。

次に、アイヌの人々のための施策が利権と化し
ているのではないかというご質問でございますけ

れども、札幌市は、アイヌの人たちはもとより、

2,000円程度になります。また、海外療養費につ

きましては、不正防止策として渡航実態及びレセ
プトを厳格にチェックしております。

次に、児童手当でございますが、外国人受給者

数は合計966人、支給総額は約１億6,700万円でご
ざいます。国籍別で多い順に、中国、韓国、アメ
リカ、フィリピンなど40以上の国と地域でござい
ます。最も多い中国を例にとりますと、受給者数

は270人、１年間の平均支給額は14万7,741円、最

高支給額は42万円でございます。
次に、外国人の扶養控除についてでございます

が、海外に居住している被扶養者に関しまして

は、扶養関係の確認はしておりますものの、その

調査には限界があるところでございます。扶養控
除額が300万円を超える者は３人おりまして、い

ずれも外国人を配偶者に持つ日本人でございまし
て、住民税所得割は課税をされておりません。納

税者１人当たりの被扶養者の人数の平均は、日本
人は1.7人、外国人は2.3人、最も多いのは、日本
人では15人、外国人では９人、以上であります。

○議長（高橋克朋）．井上副市長。
○副市長（井上唯文）私から、４項目め、官製

談合の再発防止、入札・契約業務の改善等につい
てと、７項目め、アイヌ施策にかかわる官製談合

疑惑や生活保護率の実態についてお答えをいたし
ます。
まず、病院局事件に係る入札参加者への処分と

談合に関する措置基準についてでありますが、談

合を行った企業に対する措置として、札幌市競争
入札参加停止等措置要領に基づき、参加停止措置
を行ったものでありまして、参加停止の措置基準
は行為の悪質性や責任の度合いを考慮して定めて
おります。国やほかの政令市とほぼ同様でござい
まして、妥当なものであると認識をしておりま

／

す。
次に、入札契約制度の形骸化についてと契約事

務の改善の必要性についてでありますが、入札．
契約に関する手続につきましては、法令等に基づ
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広く市民に対しましてアイヌ伝統文化の保存、継

承、振興や生活関連の施策などに取り組んでいる
ところでございまして、これが誰か特定の者の利

権につながっているとは考えてはおりません。

次にアイヌ住宅資金貸し付けについてでござ
いますが、住宅資金の貸し付けにつきましては、

定められた制度に従いまして運用しているところ
であります。アイヌの方々が利用しやすいよう配

慮した仕組みをとっておりまして、結果、債権回

収が難しくなってきた面も否めませんが、今後、
制度や運用のあり方を検討するとともに、債権回

収に向けて最善の努力をしてまいりたいと考えて
おります。
それから、アイヌの方々の生活保護率の高さで
ございますけれども、北海道アイヌ生活実態調査

結果で札幌市のアイヌの方々の保護率が高い理由
については、詳しくはわかりませんが、一般的に
は、都市において、職などを求めて多くの方が転

入し、その結果として保護を受ける方も多いこと
から保護率が高い状況にあるのではないかと考え
ております。

それから、アイヌ人口でございますけれども、

札幌アイヌ協会が把握している札幌市内のアイヌ
の方々は約2,500名と聞いております。

生活保護につきましては、アイヌの方々である

かどうかにかかわらず、生活困窮の程度に応じて
必要な保護を行うものでありまして、業務上、ア

イヌの方々であるかどうかの確認はしておらず、
その必要もないと考えております。

次に、アイヌ施策に係りますデータの調査の関
係でございますが、北海道アイヌ協会への調査委
託につきまして北海道に確認したところ、アイヌ
の人たちの連絡先などの情報把握が困難であるこ

とから、生活実態を的確に把握するため、道内の
アイヌ団体として、唯一、法人格を有する北海道
アイヌ協会に調査の協力を依頼しているとのこと
でございました。施策の方向性を確認するため、
より実効性の高い調査をすべきということでござ

いますけれども、施策の方向性を考える上では、

今後とも、国や道などさまざまな調査結果を参考
にするとともに、必要があれば独自の調査の実施

についても考えてまいります。
以上でございます。

○議長（高橋克朋）町田教育長。
○教育長（町田隆敏）私から、５項目めの地方

教育行政法改正に伴う教育改革についてのご質問
と従軍慰安婦の問題についてお答え申し上げま

す。
まず、地教行法の改正に伴う教育改革について

でございます。
１点目、教育委員会制度改革について、現状の

教育委員会制度の問題点についてのご質問でござ
いますが、札幌市教育委員会におきましては、国

が改正理由に挙げた教育委員長と教育長の権限と

責任の所在が不明確等の指摘は当てはまらないも
のと認識しております。新制度のもとでも、引き

続き、活発な議論と適正な運用を図ってまいりま
す。

新教育長への移行時期についてでございます
が、現教育長、私が教育委員の任期中は経過措置
がございますけれども、総合教育会議については

平成27年４月から導入されます。新制度におきま
しても、教育委員会は最終的な執行機関でござい
ます。今後も、市長と十分協議しつつ、その役割

を果たしてまいります。

次に､学校における法令違反等のチェック機能
についてのご質問でございますが､札幌市では、

現行の制度下におきましても教育の政治的中立性
は十分に保たれているものと考えておりますが、

改正法が施行された後におきましても、引き続
き、中立性は十分確保されなければならないと考
えているところでございます。

それから、３点目、市民、保護者への情報公開
についてでございますが、教育委員会会議の会議
録をホームページで公開するなど、積極的な情報
公開に努めております。今後も、引き続き、本市



私からは、以上でございます。
○議長（高橋克朋）藤江代表監査委員。
○代表監査委員（藤江正祥）私は、４番目の官

製談合の撲滅、入札・契約業務の改善についての
うち、定期監査で、毎回、支出事務に関する厳し
い指摘を受けているのに一向に改善しない理由に

ついて監査委員はどう考えるかについてお答えい

たします。

監査委員監査におきまして同じような指摘が続
いている状況があるということにつきましては、

遺憾に思っております。
しかしながら、最近は、市長部局等において内

部チェックの強化や研修などの取り組みがなされ
ており、一定の改善が図られてきていると認識し
ております。

今後も、各部局等において、指摘事項を踏ま
え、適正な事務執行の周知徹底を図っていただき
たいと考えております。

（金子やすゆき議員「議長」と呼び、発言の許
可を求む）
○議長（高橋克朋）金子議員。

Ｏ金子やすゆき議員２項目、私から再質問させ
ていただきたいと思うのですが、その前に、１
点、恐らく答弁漏れか、ひょっとしたら私が聞き

漏らしたのかもしれませんけれども、そこを先に

確認させていただきます。
それは、３項目めの札幌市におけるいわゆる在
日特権のところでありますが､住民税の外国人の

扶養控除について、先ほど生島副市長から数字の
説明がございました。

本市では、300万円を超える扶養控除を受けて
いる方がおり、３人の方でしょうか、その方は、

外国人を配偶者に持つ方で、所得がありながら、

住民税が課税されていないと。その方を国籍別に
お示しくださいというふうに質問を申し上げたは

ずですけれども、そこの国籍はどうなのか、お答
えいただきたいと思います。
それから、再質問でございますが、まず、２項

の情報公開条例等に基づきながら、透明性には十

分留意し、説明責任を果たしてまいります。
それから、教科書選定についてのお尋ねでござ

います。

現在、札幌市が採択している中学校用公民教科
書につきましては、文部科学省の検定済みの教科

書の中から選定したものでございます。その記述
内容の真偽につきまして、教育委員会が論ずるも
のではないと認識しております。

また、来年度の教科書選定に当たりましては、
これまでと同様、学習指導要領に基づく文部科学

省の検定済み教科書の中から、さまざまな観点に
より、教育委員会会議で公平に議論を重ね、札幌

市の子どもたちにふさわしい教科書を選んでいく
ことになります。

次に、６点目の従軍慰安婦の問題についてでご
ざいますが、各市立学校における教育についての

お尋ねでございます。

各市立中学校、高等学校で使用している教科書
は、全て学習指導要領に基づくとともに、文部科

学省の検定を経たものでございます。その教科書
の記述内容や趣旨に沿って授業が展開されており

ます。

次に、記事取り消しに伴う教育内容の修正につ
いてのお尋ねでございますが、例えば、平成12年

に旧石器提造事件が発覚した際には、学会等にお
いてそのことの意味がよく議論され、その後、そ

の成果を踏まえた教科書記述の訂正が行われまし

た。このたびの新聞記事取り消しにかかわり教育
内容が修正されるとすれば、同様の扱いになるも
のと思われますが、今のところ、訂正の連絡はご

ざいません。
次に、慰安所が北海道にもあったことが高校日

本史の教科書に記載されていることについてでご
ざいますが、これは、先ほど申し上げましたとお
り、教科書の記述内容の真偽については教科書検
定の中で論ぜられるべきものであり、教育委員会
が論ずべきものではないと認識しております。



日

目めの庁舎内でのしんぶん赤旗の勧誘、配付など
についてであります。

幾つか私が質問したところ、まとめてご答弁を
いただいたということで、つぶさに申し上げた質

問の回答がなかったようであります。
その中で、職員がしんぶん赤旗を購読すること

について、個人の契約であると生島副市長はおっ
しゃいました。また、職場で勤務時間中にしんぶ
ん赤旗等の政党機関紙を広げて読んでいることに
ついて、これは職務との関連性をもって判断して

いくのだ、こういう答弁だったと思います。

であれば、職務との関連というのは一体どう

やって検証するのか、誰が確認するのか、これを
お答えいただきたいと思います。
また、しんぶん赤旗の購読、配付が許されると

いう理由である個人の契約というところ、まさに

ここがポイントだと思うのですけれども、市役所
で購読をした政党機関紙を職務の必要上で読むの

は明らかに職務との関連性は肯定されると思うの
ですけれども、個人で購読したしんぶん赤旗等の

政党機関紙を仕事中に読んでいるというのは職務
とどう関係があるというふうに位置づけるのか、

そこをきちっと説明していただきたいと思いま

す。
それから、７項目めのアイヌの人々が受け取っ
ている生活保護の統計調査についてのお尋ねであ

ります。
先ほど、私は札幌市内の数字が非常に高いと

言って、その原因はアイヌの人々の生活の実態な
んじやないかという説明がありましたけれども、

質問で申し上げましたように、一番数字が高い豊
平区では、３人に１人の方が生活保護を受けてい
る計算になっております。計算上はです。余りに
これは数字が高いですよね。私は、その統計数字

がそもそも間違っているんじゃないかという疑い
を持って質問させていただきました。

札幌市がまとめた数字の中で、生活保護上の統
計調査ではアイヌ人口484名と、そういう母集団

をもとに割り算をしてこの高い数字を計算してい
るんですけれども、先ほどの答弁では、アイヌ人
口は約2,000名ぐらいだというふうにおつしやっ

ていたかと思います。そうすると、割り算する母

集団が484名と2,000名では全然違いますよね。こ
の結果をもとに、市長は、アイヌの人々は差別を

受けたり困窮しているというふうにおっしゃって
いるわけですから、その統計結果が本当にこれで

正しいのか。私は、その母集団も含めて、きちっ

と正しい調査を行うべきでないのかという指摘を

申し上げたわけでありますが、この２点、ご答弁
をお願いいたします。
○議長（高橋克朋）生島副市長。

○副市長（生島典明）まず、税金の関係です
が、私がお答えしたのは、扶養控除額が300万円
を超える者は３人おり、いずれも外国人を配偶者

に持つ日本人で、住民税所得割は課税されていな
いということで、所得はあるけれども、税金を

払っていないというのは日本人です。（「配偶者
の国籍です」と呼ぶ者あり）

配偶者の国籍ですか。
配偶者の国籍はフィリピンでございます。３人
ともそうです。

それと、２番目のいわゆる機関紙を読むことと

職務との関連を誰が判断するかということです
が、第一義的には読んでいる本人であります。疑

義があれば、管理監督者がそれを確認するという
ことになろうかと思います。

また、個人が買っているものが職務と関係ある
のかということですが、職務に関係あるものが全
て税金によって購入されるというものではありま

せん。我々も、さまざまな書籍であるとか、さま
ざまなものをポケットマネーで買って読むという
ことは多々あることであります。

以上であります。
○議長（高橋克朋）井上副市長。
○副市長（井上唯文）アイヌの方の保護率の関

係でございますが、この数値でございますけれど
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も、道のほうで行いました実態調査に札幌市内で

回答された方が484名です。その方々のうちで生
活保護を受けている方の率を出しておりますの
で、こういう率になっていると。
したがって、札幌市内全体でアイヌの方がどの

ような保護を受けているかについては、生活保護

制度自体がそういう観点で行っておりませんの
で、その数字は持ってございません。

以上で、代表質問は全て終○議長（高橋克朋）

了しました。
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